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＜参考資料＞ 

 
１．企業アンケート調査 

 

 

 

 

 

  



 

平成２５年１２月  

株式会社インテージリサーチ  

 

厚生労働省委託 

改正育児・介護休業法と両立支援制度等に関するアンケートのお願い 

 

 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。  

現在、弊社（株式会社インテージリサーチ）では、厚生労働省より委託を受け育児休業制度等に関する

実態把握のための調査研究事業を実施しており、その一環として「改正育児・介護休業法と両立支援制度

に関するアンケート」を実施することとなりました。  

このアンケートは、企業における子育てや介護との両立支援制度の取組について、改正育児・介護休業法

への対応を目的として新たに講じた施策や取組、制度の利用状況や運用の方法等に関わる情報を収集し、

今後の課題や必要な支援策を検討することを目的としております。  

お忙しいところ誠に恐縮ではございますが、アンケートにご回答のうえ、平成２５年１２月２０日（金）までに、

同封の返信用封筒にてご返送賜りますようお願い申し上げます。  

尚、アンケートの結果は統計的に処理されますので、企業名など貴社のプライバシーに関わる情報が公表

されることはございません。  

ご多忙中とは存じますが、調査の趣旨をご理解いただき、回答にご協力賜りたくよろしくお願い申し上げます。 

敬具 

 

 

◆利用目的  

ご回答頂いた内容は、施策検討の基礎資料としてのみ利用致します。又、全て統計的に処理されますので、

個々の調査票のご回答や結果が、調査実施者以外に知られることはございません。  

 

◆発送先情報（団体名・住所）の収集方法  

信頼できる大手企業のデータベース及び、一般に公表されている資料より収集致しました。  

 

◆回答方法等について  

・このアンケートは平成２５年１０月１日 現在の状況でお答えください。  

・お答えは、あてはまる番号を○印でかこんでください。「○は１つ」「○はいくつでも」など回答数が指定されていま

す。あてはまる項目にその数だけ○印をおつけください。 また、質問によっては、回答を具体的にご記入いただくも

のもあります。  

・数字をご記入いただく問について、該当する人等がいない場合は「０」とご記入ください。  

・本調査における「非正社員」とは、派遣労働者を除く、有期雇用の「アルバイト」「パートタイマー」「契約社員」

を指します。 

 

◆問い合わせ先  

〒203-8701 東京都東久留米市本町1-4-1 

株式会社 インテージリサーチ 担当：小椋、濱田、銭谷 

TEL：03‐5294‐8325    E-mail：ikuji2013@intage.co.jp 

お問合わせ時間： 平日（月～金） 10:00-12:00、13:00-17:30 

 

【委託元】厚生労働省雇用均等・児童家庭局 職業家庭両立課 育児・介護休業推進室 

 

 

mailto:ikuji2013@intage.co.jp


- 1 - 

Ⅰ．貴社の概要についておうかがいします 

 

問 1. 本社が所在する都道府県をご記入ください。 

          都・道・府・県 

 

問 2. 業種についておうかがいします。（○は１つ） 

 複数業種がある場合には、主たる事業についてお答えください。 

1. 建設業 

2. 製造業 

3. 電気・ガス・熱供給・水道業 

4. 情報通信業 

5. 運輸業、郵便業 

6. 卸売業、小売業 

7. 金融業、保険業 

8. 不動産業 

9. 飲食業、宿泊業 

10. 医療・福祉 

11. 教育、学習支援事業 

12. その他サービス業 

13. その他（              ） 

 

問 3. 従業員（常用雇用者）についておうかがいします。平成 25 年 10 月 1 日時点についてお答えください。               

（①②それぞれ、○は１つ） 

 1,001 人 

以上 

501～ 

1,000 人 

301～ 

500 人 

201～ 

300 人 

101～ 

200 人 

100 人 

以下 

0 人 

（いない） 

① 正社員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

② 非正社員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

 

 

問 4. 従業員（常用雇用者）の状況についておうかがいします。平成 25 年 10 月 1 日時点について

お答えください。 

 

(1)従業員数に占める女性の割合（①②それぞれ、○は１つ） 

 
0％ 10％未満 

10～ 

20％未満 

20～ 

30％未満 

30～ 

40％未満 

40～ 

50％未満 
50％以上 

① 正社員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

② 非正社員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

 

(2)正社員に占める 20～30 代の割合（①②それぞれ、○は１つ） 

 10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70％以上 

① 男性 １ ２ ３ ４ ５ 

② 女性 １ ２ ３ ４ ５ 

 

 

(3)管理職（役員を除く課長職相当以上）に占める女性の割合（○は１つ） 

1. ０％（いない） 

2. ５％未満 

3. ５％～１０％未満 

4. １０％～１５％未満 

5. １５％～２０％未満 

6. ２０％以上 
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問5． 次の制度の中で、貴社の正社員が利用できる制度はどれですか。あてはまるものを全て

お答えください。（一部社員への適用も含む）（○はいくつでも） 

1.  変形労働時間制 

2.  裁量労働制 

3.  フレックスタイム制 

4.  みなし労働時間制 

5.  時差出勤制度 

6. 交替勤務制度（シフト勤務） 

7. 在宅勤務制度 

8. この中に利用できる制度はない 

 

 

問6． 月の残業時間が６０時間を超える正社員の割合について貴社の状況に最も近いものをお答え

ください。なお、お答えいただく割合は平成25年 10月の残業時間でお答えください。 

（○は１つ） 

1． ０％ 

2． ０％超～３％未満 

3． ３～５％未満 

4． ５～１０％未満 

5． １０～１５％未満 

6． １５％以上 

 

 

問7． 正社員の昨年１年間（平成24年 4月～平成 25年 3月）の有給取得率について貴社の状況に

最も近いものをお答えください。（○は１つ） 

※取得率は（1 年間に取得した日数計／1年間の付与日数計（繰越日数は含まない））×100  

 でお考えください。 

1． ０％ 

2． ０％超～３０％未満 

3． ３０～４０％未満 

4． ４０～５０％未満 

5． ５０～６０％未満 

6． ６０～７０％未満 

7． ７０％以上 
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Ⅱ．改正育児・介護休業法への対応状況（正社員）についておうかがいします 

 

 

 

 

■改正育児・介護休業法のポイント■ 

 

平成21年６月に育児・介護休業法の改正が行われ、平成22年６月に施行、平成24年７月１日

からは常時100人以下の労働者を雇用する事業主についても適用対象となりました。 

改正のポイントは以下のとおりです。  

1.子育て期間中の働き方の見直し  

○３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを事
業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する。  

○子の看護休暇制度を拡充する（小学校就学前の子が、１人であれば年５日（従来どおり）、
２人以上であれば年10日）。  

 

2.父親も子育てができる働き方の実現  

○父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２か月（改正前は１歳）までの間に、１年間育
児休業を取得可能とする（パパ・ママ育休プラス）。  

○出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、再度、育児休業を取得可能とする。  

○配偶者が専業主婦（夫）であれば育児休業を取得不可とすることができる制度を廃止する。  

※これらにあわせ、育児休業給付についても所要の改正  

 

3.仕事と介護の両立支援  

○介護のための短期の休暇制度を創設する（要介護状態の対象家族が、１人であれば年５日、
２人以上であれば年10日）。  

 

4.実効性の確保  

○苦情処理・紛争解決の援助及び調停の仕組みを創設する。  

○勧告に従わない場合の公表制度及び報告を求めた場合に報告をせず、又は虚偽の報告をした
者に対する過料を創設する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このページをお読みになってから、右ページにご回答ください。 
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問8． 改正の対象となった以下の各制度について、貴社では今回の改正法に対応し、正社員に

向けた制度の変更等を行いましたか。なお、ここで言う「法定どおり」、「法定を上回る」

というのは、対象者の要件や利用可能期間などを指します。育児休業給付金は、除いて

お考えください。（（１）①～④、（２）①に、○はそれぞれ１つずつ） 

 

(1)育児に関する制度 

①育児休業制度 

1.改正法の法定を上回る充実を図った 

2.改正法の法定どおりに充実を図った 

3.改正前から改正法の法定レベルの内容 

だったため、対応しなかった 

4.改正前から改正法を上回る内容だった 

ため、対応しなかった 

5.その他（               ） 

6.わからない 

 

 

②短時間勤務制度 

1.改正法の法定を上回る充実を図った 

2.改正法の法定どおりに充実を図った 

3.改正前から改正法の法定レベルの内容 

だったため、対応しなかった 

4.改正前から改正法を上回る内容だった 

ため、対応しなかった 

5.その他（               ） 

6.わからない 

 

 

③所定外労働の免除 

1.改正法の法定を上回る充実を図った 

2.改正法の法定どおりに充実を図った 

3.改正前から改正法の法定レベルの内容 

だったため、対応しなかった 

4.改正前から改正法を上回る内容だった 

ため、対応しなかった 

5.その他（               ） 

6.わからない 

 

 

④子の看護休暇制度 

1.改正法の法定を上回る充実を図った 

2.改正法の法定どおりに充実を図った 

3.改正前から改正法の法定レベルの内容 

だったため、対応しなかった 

4.改正前から改正法を上回る内容だった 

ため、対応しなかった 

5.その他（               ） 

6.わからない 

 

 

(2)介護に関する制度 

①介護休暇 

1.改正法の法定を上回る充実を図った 

2.改正法の法定どおりに充実を図った 

3.改正前から改正法の法定レベルの内容 

だったため、対応しなかった 

4.改正前から改正法を上回る内容だった 

ため、対応しなかった 

5.その他（               ） 

6.わからない 

平成 22 年 6 月 30 日時点で従業員規模が 101 人以上の方は、平成 22 年 6 月 30 日以降の対応について、

100 人以下だった方は、平成 24 年 7 月 1 日以降の対応についてお答えください。 
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Ⅲ．改正育児・介護休業法関連制度の正社員の利用状況についておうかがいします 

 

問9． 以下の制度について、平成24年4月１日～平成25年3月31日の利用実績はいかがでしょうか。 

（①～⑦の制度、それぞれについて、男性で利用者がいれば「１」、女性で利用者がいれば「２」

に○をつけてください。男性、女性ともに利用者がいる場合には、「１」と「２」両方に○を

つけてください。そもそも対象となる方がいない場合には「４」に○をつけてください。） 

                    

 

 

 

 

利用者あり 利用者なし 

1. 
男性で 

利用者が 

いる 

2. 
女性で 

利用者が 

いる 

3. 
利用者は 

いない 

4. 
対象者が 

いない 

育

児 

①産前産後休業制度  ２ ３ ４ 

②育児休業制度  １ ２ ３ ４ 

③短時間勤務制度  １ ２ ３ ４ 

④所定外労働の免除 １ ２ ３ ４ 

⑤子の看護休暇制度 １ ２ ３ ４ 

介

護 

⑥介護休業制度 １ ２ ３ ４ 

⑦介護休暇 １ ２ ３ ４ 

 

 

ここからは、問 9 の点線枠内（「②育児休業制度」「③短時間勤務制度」で 

「1、男性で利用者がいる」「2、女性で利用者がいる」）を選択された方に、おうかがいします。 

上記にあてはまらない方は、8 ページの問 10 までお進みください。 

 

【問9の「②育児休業制度」について男女問わず「利用者がいる」を選択した方におうかがいします】 

問 9-1．平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日の期間で、育児休業制度を利用して、子が１歳

を超えた時期まで育児休業を取得した正社員はいましたか。いた場合、どの制度を利用し

て取得していましたか。最も近いものを１つお選びください。（○はいくつでも） 

＜１歳を超えた時期まで休業を取得した人がいる＞ 

1. パパ・ママ育休プラス（Ｐ3参照）を利用して１歳を超えた時期まで休業を取得した人がいる 

2. １歳までに復帰する予定だったが、保育所に入れない、又は配偶者が死亡、疾病、離婚等によ

り子を養育できなくなったといった育児・介護休業法に定める理由で手続きを行い、休業を延

長した人がいる（１歳半まで） 

3. 会社の制度適用期間が法定を超えており、その範囲内で１歳を超えた時期まで休業を取得した

人がいる 

 

＜１歳を超えた時期まで休業を取得した人はいない＞ 

4. １歳を超えた時期まで休業を取得した人はいない  

＜その他＞ 

5．わからない  
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問 9-2．今回の改正前、貴社では配偶者が専業主婦（夫）の場合、労使協定で育児休業取得の 

対象外としていましたか。（○は１つ） 

1. 対象外としていた（取得不可） 

2. 対象外ではなかった （取得可能） 

3. その他 

（                 ）  

 

問 9-3．平成 24 年 4月 1日～平成 25 年 3月 31 日の期間において、配偶者が専業主婦（夫）や 

育児休業中である場合などで、育児休業を取得した人はいましたか。（○は１つ） 

1. いた  

2. いなかった  

3. わからない  

 

 

【続いて、問9の「②育児休業制度」で「1.男性で利用者がいる」を選択した方におうかがいします】  

問 9-4．平成24年 4月 1日～平成25年 3月 31日の期間で育児休業を取得した男性は何人いましたか。

（１）１人の子どもについて１回取得した男性社員の数、（２）１人の子どもについて２回以上

取得した男性社員の数をお答えください。 

 

       ※（2）いない場合は「0」をご記入ください。 

    【問 9-4（２）で「２回以上取得した人が１人以上いる」とお答えの方におうかがいします】 

問 9-4-1．１人の子どもについて育児休業を２回以上取得された方は、どの制度を活用され

ましたか。（○はいくつでも） 

1. 配偶者の出産後８週間以内の期間内に育児休業を取得したのち、 

再度、育児休業を取得した  

2. 自社の制度を活用して、再度育児休業を取得した  

3. その他（                             ）  

4. わからない  

 

 

【問 9 の「③短時間勤務制度」で男女を問わず「利用者がいる」を選択した方におうかがいします】 

問9-5．貴社では、育児休業を取得した後に短時間勤務制度を利用する正社員の方はどのくらい

いらっしゃいますか。貴社の状況について最も近いものをお答えください。（○は１つ） 

1. 育児休業制度を利用したほとんどの人が、短時間勤務制度を利用する 

2. 育児休業制度を利用した人のうち、半数程度は短時間勤務制度を利用する 

3. 育児休業制度を利用した人のうち、一部の人は短時間勤務制度を利用する 

4. 育児休業制度を利用しても、ほとんどの人は短時間勤務制度を利用しない 

 

5. 育児休業を取得した後に短時間勤務を利用した正社員はいない 

 

 

 

 

 

（１）１人の子どもについて育児休業を 

１回取得した男性社員の数 

 

               人 

（２）１人の子どもについて育児休業を 

２回以上取得した男性社員の数 

 

               人 

問 9-5 で１～４を選択された方は、次ページ（７ページ目）の問 9-6 へお進みください。 

５を選択された方は、８ページ目の問 10 にお進みください。 
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【問 9-5 で【育児休業制度を取得したあとに短時間勤務制度を利用する正社員がいる】とお答えの方

におうかがいします】 

問 9-6．貴社において、育児休業制度を取得したあとに短時間勤務制度を利用される正社員の方は、

両方の制度を合わせてどの程度の期間、制度を利用されていますか。 

（１）最も利用頻度の高い期間と、（２）これまで最も長かった利用期間をお答えください。 

 なお、それぞれの期間は「子ども１人に対して１人の正社員が利用する期間」と 

 してお考えください。（（１）と（２）に、○はそれぞれ１つずつ） 

 

 

 

 

 

 

 

１
歳
に
な
る
ま
で 

２
歳
に
な
る
ま
で 

３
歳
に
な
る
ま
で 

３
歳
以
降
、
小
学
校 

就
学
前
ま
で 

小
学
校
１
年
ま
で 

小
学
３
年
生 

（
又
は
９
歳
）
ま
で 

小
学
校
卒
業 

（
又
は
１
２
歳
）
ま
で 

小
学
校
卒
業
以
降 

わ
か
ら
な
い 

把
握
し
て
い
な
い 

(1)最も多い利用期間 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

(2)最も長い利用期間 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

 

 

【問 9-6 で「１」～「８」のいずれかをお答えの方におうかがいします】 

問 9-7．貴社では問 9-6 でお答えいただいた期間、正社員が育児休業と短時間勤務制度を利用し

た場合の中長期的なキャリアへの影響について、どのように捉えていらっしゃいますか。

お考えに近いものをお選びください。（（１）と（２）に、○はそれぞれ１つずつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多
く
の
職
種
で 

中
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
は 

全
く
影
響
し
な
い 

多
く
の
職
種
で
は 

中
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
は 

あ
ま
り
影
響
し
な
い
が
、 

一
部
職
種
で
影
響
す
る 

多
く
の
職
種
で
は 

中
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
に 

や
や
影
響
す
る
が 

一
部
職
種
で
は
影
響
し
な
い 

多
く
の
職
種
で 

中
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
に 

大
き
く
影
響
す
る 

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 

わ
か
ら
な
い 

(1)最も多い利用期間 １ ２ ３ ４ ５ 

(2)最も長い利用期間 １ ２ ３ ４ ５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 

【すべての方におうかがいします】 

問10． 改正育児・介護休業法が施行されたことで、正社員の利用が増えた制度はありますか。

①～④の各制度についてそれぞれお答えください。 

 なお、男性、女性ともに増えた制度については、「１」と「２」の両方に○をつける

ようにしてください。どちらも増えていない場合には「３」、そもそも対象となる方が

いない場合には「４」に○をつけてください。 

 

 1. 

男性で 

利用が 

増えた 

2. 

女性で 

利用が 

増えた 

3. 

どちらでも

増えて 

いない 

4. 

対象者が 

いない 

①育児休業制度 

（改正によってパパ・ママ育休プラス、父親の育

児休業再度取得が可能になり、専業主婦（夫）

除外規定が廃止される） 

１ ２ ３ ４ 

②短時間勤務制度 

（改正によって制度設置が義務化。3 歳までの子

を養育する労働者が希望すれば、1 日原則 6 時

間の短時間勤務制度を利用できる） 

１ ２ ３ ４ 

③所定外労働の免除 

（改正によって制度設置が義務化。3 歳までの子

を養育する労働者は、請求すれば所定外労働（残

業）が免除される） 

１ ２ ３ ４ 

④子の看護休暇制度 

（改正によって休暇日数が拡充。小学校就学前の

子が2人以上の場合10日取得することができる

（子が 1人の場合は従来通り 5日）） 

１ ２ ３ ４ 

 

 

問11． パパ・ママ育休プラス制度の導入や、１歳までに復帰する予定だった人が、保育所に入れ

ないなどの理由で、子が１歳６か月に達するまでの間育児休業を延長できるようになった

（前回の改正）ことなど、１歳以降の育児休業制度は、正社員の制度利用に影響がありま

したか。（○はいくつでも） 

1. 今まで１歳までしか休業できなかったが、延長可能となったことで、1歳以降まで休業する

人が増えた  

2. 今までも自社の制度で１歳以降まで休業できたが、１歳以降も育児休業給付金を受け取れる

ため、これらの制度を利用する人がでてきた  

3. 今までも自社の制度で１歳以降まで休業できたため、改正の影響はあまりない  

4. ０歳児のうちに保育所に入所させて復帰する人が多いため、あまり影響がない  

5. 延長可能になったが、影響は見られない 

6. その他（                                   ） 

7. わからない  
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Ⅳ．改正育児・介護休業法関連制度の運用方法（正社員）についておうかがいします 

 

問12． 貴社では日頃、育児・介護休業法関連制度の利用促進に向けて、どのようなことに取り組まれて

いますか。あてはまるものをお答えください。（○はいくつでも） 

 

1. 制度に関する周知       問13へ 

2. 制度利用者への評価に関する周知 

3. 管理職研修の実施  

4. 育児に関わる経済支援 

5. 職場復帰の充実・支援 

6. 従業員のニーズ把握 

7. 労働時間の適正化や働き方改革 

8. その他（             ） 

9. 特に取り組んでいない 

 

 

 

【問 12 で、「1．制度に関する周知」とお答えいただいた方におうかがいします】 

問13． 貴社では日頃、育児・介護休業法関連制度の以下制度の利用促進に向けて、以下の制度の

設置や内容について周知していますか。周知している制度をお答えください。 

（○はいくつでも） 

1. 産前産後休業制度 

2. 育児休業制度      

3. 短時間勤務制度 

4. 所定外労働の免除  

5. 子の看護休暇制度    

6. 介護休業制度 

7. 介護休暇 

8. いずれの制度も周知していない 

 

 

 

 

 

【問13で「2．育児休業制度」「5．子の看護休暇制度」について周知しているとお答えいただいた方におうかがいします】 

問13-1． 貴社では正社員の方にどのようなことを説明されていますか。説明されている内容について

あてはまるものを全てお答えください。（①～⑥に、○はそれぞれ１つずつ） 

 

 

1. 

全員に 

伝えている 

2. 

対象となる 

本人に 

伝えている 

3. 

管理職に 

伝えている 

4. 

特に 

伝えて 

いない 

育児休業制度 

① 利用可能期間 １ ２ ３ ４ 

② パパ・ママ育休プラス １ ２ ３ ４ 

③ 父親の育児休業 再度取得の条件 １ ２ ３ ４ 

④ 配偶者が専業主婦（夫）でも 
取得可能 

１ ２ ３ ４ 

子の看護休暇制度 

⑤ 利用可能日数 

 （子どもが 2人以上の場合等） 
１ ２ ３ ４ 

 

問 14 へ 

「2．育児休業制度」「5．子の看護休暇制度」のいずれかを選択された方は問 13-1 へ 

 選択されなかった方は、問 14 へお進みください 



- 10 - 

【すべての方におうかがいします】 

問14． 貴社では制度利用者（正社員）への評価や目標設定などはどのようにされていますか。

育児休業制度、短時間勤務制度、それぞれの場合についてお答えください。 

また、（１）の育児休業制度については、制度の利用者が評価対象となる期間を全て休業

した場合の評価についてお答えください。（○は１つ） 

 

（1）育児休業制度 

1. 休業期間中は新たな成績考課を行わず、 

休業前の評価としている  

2. 休業期間中は一律の評価としている 

3．休業期間中は成績考課の対象外としている 

 

4．その他（               ） 

 

（2）短時間勤務制度 

1. 勤務時間に配慮した目標設定を行い、その達成度で評価している  

2. フルタイム勤務者と同じ基準の目標設定を行い、その達成度で評価している  

3. 特に目標設定や評価の方針を示していない  

4. その他（                                    ）  

 
 
 

問15． 以下の育児・介護休業法に定められている制度について、男性（正社員）と女性（正社員）

で利用のしやすさに差はありますか。①～⑥について、それぞれ１つに○をつけてください。

（①～⑥に、○はそれぞれ１つずつ） 

 

  1． 

女性は利用

しやすいが 

男性は利用 

しにくい 

2. 

どちらかと

いうと 

女性は利用

しやすいが

男性は利用

しにくい 

3． 

どちらかと

いうと 

男性は利用

しやすいが

女性は利用

しにくい 

4. 

男性は利用

しやすいが

女性は利用 

しにくい 

5． 

男性と女性

で利用の 

しやすさに 

差はない 

6. 

わからない 

 

対象者が 

いない 

育

児 

①育児休業制度  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

②短時間勤務制度  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

③所定外労働の免除 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

④子の看護休暇制度 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

介

護 

⑤介護休業制度 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑥介護休暇 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
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問16． 貴社では、社員の育児参加を促す風土を醸成するため、何か取組を行っていらっしゃいま

すか。行っていらっしゃる場合には具体的な内容をお知らせください。 

また、その中でも特に男性向けに行っているものがあれば合わせてお知らせください。 

                                  （○は１つ） 

1． 育児参加を促す取組を行っている 

（例：体験談の共有、ファミリーデー（職場見学等）の実施など） 

 具体的に： 

 

 

 

1-1. 特に男性の育児参加について行っているもの 

 

 

 

2． 育児参加を促すような取組は特に行っていない 

 

 

 

 

問17． 制度利用対象者、非対象者に関わらず、子育てや介護との両立支援への取組として

実施していることはありますか。（○はいくつでも） 

1．長時間労働を是正するための取組を行う 

2．有給休暇など休みを取りやすくするための取組を行う 

3. ワークシェアやアウトソーシングなどの推進プロジェクトチームの設置 

4．制度利用対象外の人に制度についての周知活動をしている 

5．制度利用対象者、非対象者への調査・ヒアリング等を行い、課題を把握するなどしている 

6．管理職に対し、制度利用者を含めたチームマネジメントについてアドバイスをしている 

7．その他（                               ）  

8．特に実施していることはない、わからない  
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Ⅴ．改正育児・介護休業法への対応による、効果・課題等についておうかがいします 

 

問18． 改正育児・介護休業法への対応を含めた近年の両立支援の取組推進は、貴社において

どのような効果を発揮していると感じていますか。 

 あてはまる

もの全て 

（○はいく

つでも） 

 

特に 

大きな効果 

（○は 

３つまで） 

女性の結婚や出産による離職を回避できた １ １ 

女性管理職（課長職相当以上）の人数が増えた  ２ ２ 

採用への応募が増えた ３ ３ 

全社的に残業時間が減った ４ ４ 

全社的に有給取得率が向上した  ５ ５ 

グローバル人材の確保に役立った  ６ ６ 

従業員のキャリア意識の向上が見られた  ７ ７ 

個人・組織の生産性が向上した ８ ８ 

女性の仕事に対するモチベーション向上に役立った ９ ９ 

女性のキャリア形成に役立った １０ １０ 

男性の育児・介護目的の休暇取得や柔軟な働き方の推進に役立った １１ １１ 

仕事の標準化など、業務遂行面での効率化が進んだ １２ １２ 

従業員間のコミュニケーションが増えた １３ １３ 

職場の一体感が向上した １４ １４ 

従業員の満足度が向上した  １５ １５ 

その他 （具体的に：                   ） １６ １６ 

特にない  １７ １７ 
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問19． 改正育児・介護休業法への対応を進めていく中での課題はありますか。 

 

 あてはまる

もの全て 

（○はいく

つでも） 

 

特に 

大きな課題 

（○は 

３つまで） 

法律の内容や取り組みの意義について、従業員への周知が進まない  １ １ 

経営トップの理解や協力を得ることが難しい  ２ ２ 

制度を検討するための体制整備や担当者の時間確保が難しい  ３ ３ 

自社に合わせて、どのように制度設計したらよいかが難しい  ４ ４ 

管理職層の理解や協力を得ることが難しい  ５ ５ 

制度利用者の代替要員の確保が難しい  ６ ６ 

予算・原資の確保が難しい ７ ７ 

制度運用のための職場のマネジメントが難しい  ８ ８ 

部署における業務内容や職種によって、制度の利用しやすさに 

格差が生じる  
９ ９ 

管理職の対応によって、制度を利用しやすい部署と利用しにくい 

部署が出てくる  
１０ １０ 

人事管理が複雑になる  １１ １１ 

制度利用者に対する人事評価が難しい  １２ １２ 

制度利用の対象外となる人が負担感や不公平感を感じてしまう  １３ １３ 

労働時間を減らすことができず、休みやすい雰囲気にならない １４ １４ 

有給休暇なども含めて、私事のために休暇を取得する風潮がない １５ １５ 

休業取得者の復職後のキャリア支援ができていない １６ １６ 

その他（                    ） １７ １７ 

特にない  １８ １８ 
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Ⅵ．非正社員に向けた制度対応、利用状況等についておうかがいします 

 

※ここでの「非正社員」とは、派遣社員を除く有期雇用の「パートタイマー」「アルバイト」

「契約社員」を指します。 

 

問20． 貴社では以下の各制度について、非正社員向けにどのようにご対応されていますか。 

非正社員に適応する制度内容についての対応状況として最も近いものをお答えください。

（①～⑦に、○はそれぞれ１つ） 

 

 

 
正社員と同様の 

内容を適用している 

正社員への対応よりは

下回るが法定の内容を

適用している 

十分に対応が 

できていない 

育

児 

①産前産後休業制度 １ ２ ３ 

②育児休業制度  １ ２ ３ 

③短時間勤務制度  １ ２ ３ 

④所定外労働の免除 １ ２ ３ 

⑤子の看護休暇制度 １ ２ ３ 

介

護 

⑥介護休業制度 １ ２ ３ 

⑦介護休暇 １ ２ ３ 

 

 

問21． 以下の各制度について、貴社で過去３年間に非正社員で利用があったものをお答えください。 

（○はいくつでも） 

1. 産前産後休業制度 

2. 育児休業制度 

3. 短時間勤務制度 

4. 所定外労働の免除 

5. 子の看護休暇制度 

6. 介護休業制度 

7. 介護休暇 

8. 利用があった制度はない 

9. 対象者がいない 

 

 

 

問22． 貴社では日頃、以下育児・介護休業法関連の制度の利用促進に向け、非正社員に対して制度の

設置や内容について周知していますか。周知している制度をお答えください。 

（○はいくつでも） 

1. 産前産後休業制度 

2. 育児休業制度 

3. 短時間勤務制度 

4. 所定外労働の免除  

5. 子の看護休暇制度 

6. 介護休業制度 

7. 介護休暇 

8. いずれの制度も周知していない 

9. 対象者がいない 
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Ⅵ．育児・介護休業法へのご意見、今後の取組意向等についておうかがいします 

 

問23． 育児・介護休業法に対するご意見や要望、仕事と育児・介護との両立支援に関わる今後の

取組意向や課題など、自由にご記入ください。（回答は具体的に） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考資料＞ 

 
２．個人アンケート調査 

（対象者） 
 

 

 

  



- 1 - 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

 

 

 

 



- 4 - 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 

 

 

 

 

 



- 6 - 

 

 

 

 

 



- 7 - 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 

 

 

 

 

 



- 9 - 

 

 

 

 

 

 



- 10 - 

 

 

 
 

 

 

 



- 11 - 

 

 

 

 

 

 



- 12 - 

 

 
 

 

 

 

 



- 13 - 

 

 

 



- 14 - 

 

 

 

 

 

 



- 15 - 

 

 

 

 

 



- 16 - 

 

 

 

 
 

 



- 17 - 

 

 

 

 

 

 



- 18 - 

 

 

 

 

 

 

  



- 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考資料＞ 

 
３．個人アンケート調査 

（非対象者） 
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